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 「勧告の方向性」を踏まえて、独立行政法人北方領土問題対策協会（以下、「北

対協」という。）の主要な事務及び事業については、独立行政法人として真に担

うべきものに特化し、業務の質の確保を図りつつその運営の効率性・自律性を

高めるとともに、国の歳出の縮減を図る観点から、また、特に融資等業務につ

いては今般の政策金融改革の趣旨も踏まえ、次期中期目標期間（平成２０年度

から２４年度）に向けて、以下の見直しを行うこととする。 

 

第１ 貸付業務の見直し 

法人資金については、平成２０年度当初から貸付を停止する。 

 

住宅新築資金については、主務官庁が、次期中期目標期間中に廃止も含めそ

のあり方について関係者からの意見を聴取した上で、その方針を決定する。北

対協においては、主務官庁の方針が決定された後、一定の周知期間を置いた上

で、当該方針に従い、その措置を講ずることとする。 

 

生活資金、更正資金、修学資金、住宅改良資金については、リスク債権の一

層の低減化を図るため、債権回収を強化するとともに、貸付条件の厳格化を図

る措置を平成１９年度当初から実施する。 

  

主務官庁においては、現在の社会経済情勢に照らして今後も必要性が高いと

思われる貸付資金に重点化を図るため、全ての貸付資金について必要性等の再

検証を実施する。また、国の財政負担の抑制を図る観点から、貸付残高の増加

の抑制を図ること等により、国からの利子補給金抑制策について検討を行う。 

 

第２ 国民世論の啓発業務、調査研究等の見直し 

 国民世論の啓発業務、調査研究等については、その目的及び北対協が担う任

務・役割との関係を明確にするとともに、当該事業により得ようとする効果を

出来る限り具体的かつ定量的に把握する指標をたてた上で実施し、事後におけ

る実施効果の検証結果及び内閣府独立行政法人評価委員会による評価に基づき、

成果の低い事業や必要性の低下した事業については積極的に見直し改廃を図る

こととする。 

  

また、調査研究業務については、他の多くの研究機関や大学等でも容易に可

能な業務についてはその在り方を見直し、政府の施策に寄与するという観点を

より重視しつつ、その活用方法について検討することとする。 



 

第３ 効率的かつ効果的な法人運営 

 簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成 18

年法律第 47 号）等に基づき、平成 22 年度までの５年間において５％以上の

人員削減を行わなければならないところ、北対協においては平成１９年度末、

２２年度末に各１名削減し、現在１９名の常勤職員を１７名に削減する。 

 

一般業務勘定及び貸付業務勘定の各勘定の計上方法等の再検証を平成１９年

度中に行い、業務の在り方を見直した上で、各業務分担を再度見直す。 

 

主たる事務所（東京本部）は平成１９年度内、札幌事務所は平成２０年度内

に移転することにより、一般管理費の削減を行うこととする。 

 

第４ その他の業務全般に関する見直し  

 次期中期目標等においては北方領土問題対策協会が担う役割を明確にすると

ともに、重点化や効率化の方針を具体的に明記することとする。また、その際

には可能な限り具体的かつ定量的な目標を定め、事業ごとの評価を厳格なもの

とするように努めることとする。さらに、引き続き、決算情報・セグメント情

報の公表の充実等を図ることとする。 

 

 北対協の現在の財務状況や事業の特性を踏まえ、一般管理費や事業費につい

ても次期中期目標等においてはその定量的削減目標を明記することとする。そ

の際、総人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の

推進に関する法律（平成１８年法律第４７号）等に基づき、削減の着実な実施

に取り組むとともに、行政改革の重要方針（平成１７年１２月２４日閣議決定）

に基づき、役職員の給与に関し国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しを

進めるものとする。 

 

 現在、北対協の行っている随意契約については、国における見直しの取組（「公

共調達の適正化について」（平成 18 年８月 25 日付け財計第 2017 号。財務

大臣から各省各庁の長あて。））等を踏まえ、関連公益法人を始め特定の団体と

の契約の在り方の見直しなど不断の見直しを行うこととし、一般競争入札の導

入・範囲拡大や契約の見直し等を通じた業務運営の一層の効率化を図ることと

する。 

 

 北対協が保有する北方領土返還運動のための啓発施設についてさらなる有効

活用が図られるよう検討する。 

 


